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1p『管理組合の重要性が

ますます高くなる』 

副会長 鈴木 治 

2p『個人情報保護法 管

理組合が取り組むべ

き課題』（管理運営部

会） 

3P『民泊新法（住宅宿泊

事業法）成立、来春施

行予定』（総務委員会） 

4P『わかりやすい大規模

修繕工事第 11回』  

岡田英二（技術者部

会） 

5p『浜管ネットの新しい

支援事業の紹介』（事

務局） 

6P『居住者の高齢化にど

う向き合うか』（管理

運営部会） 

7P防災セミナー『健康と

いのちに直結する災

害時のトイレを考え

る』（報告：編集部） 

8p『事務局からお知らせ』 

 

 

  
 

 
 

 
 

副会長 鈴木 治 
 

国土交通省の資料によると、昭和 43 年に約 5.3 万戸だったマンションスト
ック数は、47年後の平成 27年には 623万戸になり約 1800万人の人達がマンシ
ョンに居住しています。 
そして最近は、マンションの高経年化及び居住者の高齢化という 2つの高齢

化がマンション管理運営上の大きな取組み課題として指摘されています。これ
も国土交通省平成 27年度の資料ですが、築 40年以上のマンションストック数
は全国で 51万戸あり、平成 37年の 10年後には 151万戸になり、更に 10年後
にはこの 2倍になると言われており、マンションの 2つの高齢化は確実に進む
ことになります。 
高経年化が進む中で手を打たずに放置しておけば、マンションの老朽化を防

止することは出来ません。 
そのためにはしっかりと維持管理を行い、定期的に大規模修繕を実施するこ

とであり、日頃の備え、準備が欠かせません。建物の適切な維持管理は、長寿
命化のためにも不可欠です。そしてマンションの維持管理の主体は、区分所有
者の代表で構成される管理組合となります。管理組合が主体となって活動・取
組みをしっかり進めることが必要です。 
このことは自主管理組合に限らず、管理会社に管理を委託している場合でも

同様です。建物の修繕に当たって調査・診断を専門家に依頼する場合でも、あ
るいは管理会社から提示された内容に関しても、不明点・疑問点は理解、納得
できるまで確認し、結論を急がず全員でしっかり確認・協議し不明な状態とし
ないことです。そして最終的には、管理組合が主体となって判断し決定するこ
とが基本です。 
大規模修繕には長期修繕計画に基づいて区分所有者が長期間積立てた資金

を充当します。積立てた資金は無駄なくロスなく有効に使用しなくてはなりま
せん。この点をしっかり確認・管理するのも管理組合をおいてありません。 
建物の高経年化に伴い、突然の予期せぬ課題の発生も想定しなくてはなりま

せん。費用の負担はもちろん、こうした事態に正面から対処するのも管理組合
です。 
今後は建物の高経年化に加えて、環境・状況の変化に対応して管理システム

や仕組みの見直し・点検も必要になるでしょう。管理組合の取組み、活動の必
要性・重要性が益々高くなることは明らかです。 
最近では高齢化の進展に伴い、理事の成り手不足の問題が出てきています。

理事は就任期間が短く、交替制を採用している場合が多く見られますが、取組
む課題によっては理事会とは別に、専門知識のあるメンバーによる特別委員会
（専門委員会）を設置活用し、委員の短期間の交替なく課題に取組むのも対応
策の一つと考えられます。（横浜マンション管理組合ネットワークとして管理
組合の皆様の支援をいたします。） 
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【管理組合が扱う個人情報は驚くほど多い！】 
管理組合が扱う個人情報が含まれる帳票類は、名簿、申請書、届出書や議事録など、マンション標準管理規約の

中には、該当すると思われる条文が多くあります。これらの帳票類の整理と保管に関して、規定を設けて管理して

いるかどうか、この際、見直してみることにしましょう。 

前号では「守るべき７つのチェックポイント」について解説しましたが、今回は、個人情報の取得・利用等の基

本的取扱いを決めたルールについて考えてみます。（管理運営部会） 

【個人情報の取得・利用等の基本的取扱いを決めたルール】 
管理組合でルールを定めるには、総会の議案として提案し決議する手順を踏んで、規約、細則として具体的に明

示する必要があります。今回は具体的な細則例を以下に紹介します。（出典、参照は、㈶マンション管理センター） 

 

組合員名簿作成・運用・保管細則（例）（※「マンション標準管理規約」準拠） 
（趣旨） 
第１条 この細則は、●●マンション管理規約（以下「規
約」 という。）第６４条（帳票類の作成、保管）の規
定に基づき、組合員名簿（以下「名簿」という。）の作
成、運用、保管に関し、必要な事項を定めるものとす
る。 

（名簿の作成、利用の目的） 
第２条 理事長は、名簿を次の各号に掲げる目的のため
に利用するものとし、他の目的に供してはならない。 
一 総会の通知（開催、決議事項等） 
二 理事会の通知（開催、決議事項等） 
三 規約第３２条（業務）に定める管理組合の業務遂
行 

四 規約第３３条（業務の委託等）に定める管理組合
業務の全部又は一部をマンション管理業者等に委託
し、又は請け負わせる場合 

五 緊急時の連絡 
六 その他理事会が必要と判断した業務 

（名簿に掲載する情報） 
第３条 名簿に掲載する情報は、次の各号に掲げるもの
とする。 
一 部屋番号 
二 組合員氏名 
三 住所 
四 連絡先（電話番号（自宅及び緊急連絡先）、電子メ
ール・アドレス等） 

五 総会招集の通知のあて先 
（名簿情報の取得） 
第４条 名簿に掲載する情報は、規約第３１条（届出義
務）及び第４３条（招集手続）第２項に基づく届出に

よるものとする。（※使用細則に届出書面がある場合は、
その旨を規定する。） 

（名簿の作成、更新） 
第５条 理事長は、前条により取得された情報を基に名
簿を作成又は更新する。 

２ 前項にかかわらず、理事長は、名簿を更新する必要性
があると判断した場合は、理事会の決議を経て、調査
し更新することができるものとする。 

（名簿の管理、保管） 
第６条 理事長は、前条により作成した名簿を保管し、
安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければ
ならない。 

（名簿の閲覧） 
第７条 理事長は、組合員又は利害関係人の理由を付し
た書面による閲覧請求があった場合は、閲覧を拒否す
る正当な理由がある場合を除いて、閲覧させなければ
ならない。この場合において、理事長は、閲覧につき、
相当の日時、場所等を指定することができる。 

２ 前項により名簿を閲覧する者は、閲覧した情報につ
いて閲覧の目的以外にこれを利用してはならない。 

（細則外事項） 
第８条 この細則に定めのない事項については、規約の
定めるところによる。 

（細則の改廃） 
第９条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経な
ければならない。 

附則 
（施行） 
第１条 この細則は、平成  年  月  日から効力
を生ずる。 

  

管理組合が取り組むべき課題 
 ～ ルール作り・細則例 ～    

個人情報 

保護法 
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去る 6月 9日民泊新法（住宅宿泊事業法）が成立し、来春には住宅を利用して行う宿泊事業が解禁されます。 

民泊を営もうとする者は、都道府県知事に届出ると、衛生管理や宿泊者名簿の作成、民泊住宅とわかる標識の掲示

などが義務付けられますが、1年間に 180日を超えない範囲で営業ができるようになります。 

標準管理規約第 12 条（専有部分の用途）にある規定（「専ら住宅として使用するものとし、他の用途に供してはな

らない」）だけでは「民泊」は禁止できないと考えられます。管理組合は民泊を認めるか、禁止するか、規約で明確に

しておく必要があります。今回は、民泊だけでなく、空き室を利用したシェアハウスやウィークリーマンションなど

の利用も禁止するとしたマンションの規約案を紹介します。（総務委員会） 

 

グランフォーレ戸塚ヒルブリーズ管理組合の規約変更案 2017 年 3月 5日、第 15期定期総会で決議、採択。 

 
（専有部分の用途） 
第１２条 団地建物所有者及び占有者は、その専有部分を

専ら住宅として使用するものとし、他の用途に供して

はならない。 

２ 次の各号に定める用途は、専ら住宅としての使用に

あたらないものとする。 

一 シェアハウス（賃貸借契約等により１住戸に３世

帯を超える世帯が居住する使用形態をいい、企業・

団体・学校等の寮、寄宿舎としての使用を含む。） 

二 短期賃貸住宅（いわゆるウィークリーマンション、

マンスリーマンション等、不特定の者と短期間の賃

貸借契約を繰り返すもの） 

三 グループホーム（社会福祉法人や介護サービス事

業者等の支援を受けながら、認知症高齢者若しくは

障害者等が集団で生活するもの。） 

四 休憩・宿泊施設（対価を得て、専有部分の全部又

は一部を、休憩所又は宿泊施設として使用させるも

の） 

３ 前項各号に定める用途の使用者を募集するために、

一切の広告及びインターネットを介したウェブサイト

等への登録、掲出等の行為をしてはならない。 

４ 専有部分の用途について、第２項に抵触する疑いが

あるときは、理事長又はその指定を受けた者は、必要

な範囲内において専有部分に立入り、調査を行うこと

ができる。この場合において、当該専有部分の団地建

物所有者及び占有者は、正当な理由がなければこれを

拒否してはならない。 

５ 第２項の規定にかかわらず、理事長が特段の事由が

あると認めた場合には、理事会の決議により一定期間、

当該用途による使用を許可することができる。 

 

（専有部分の貸与） 
第２１条 団地建物所有者は、その専有部分を第三者に

貸与する場合には、次の各号に掲げる事項を遵守する

とともに、その第三者に、この規約及び附属規定に定

める事項を遵守させなければならない。 

 一 第１２条第２項第一号の使用等を目的として、１

住戸について３世帯を超える世帯が入居する賃貸借

契約を締結しないこと、及び第１２条第２項各号の

用途での使用を目的とした転貸借契約を締結させな

いこと。 

二 貸与の相手方に対し、第１２条第２項各号に掲げ

る用途の使用させないこと。 

２ 前項の場合において、団地建物所有者は、その貸与に

係る契約にこの規約、附属規定及び総会の決議を遵守

する旨の条項を定めるとともに、契約の相手方にこの

規約、附属規定及び総会の決議を遵守する旨の誓約書

及び第３６条（届出義務）第２項第二号の書面を管理

組合に提出させなければならない。 

３ 第１項の場合において、団地建物所有者が第２８条

（管理費等）に定める費用を納入せず、管理組合が当

該団地建物所有者の得るべき賃料その他の財産の差し

押さえ等を申立てるについて必要があるときは、管理

組合は、賃貸借契約書その他の書面の閲覧を求めるこ

とができる。 

４ 第３項の規定は、団地建物所有者がその専有部分を

貸与する第三者（団地建物所有者が法人の場合には、

その役員または従業員を含む。）を変更する場合に準用

する。 

※下線部分は旧規約に加筆された部分を表します。

民 泊 
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わかりやすい大規模修繕工事《第１1 回》 
    ～ステップ 8 ～        岡田 英二（一級建築士・技術者部会）

 ステップ８は、いよいよ工事開始です。工事前半の説明です。 

工事期間は建物の規模、形状、棟数、工事内容により異なります。また、外壁仕上げの違い、劣化状況によっても

工事期間に違いがでます。実施の工事期間は工事監理者、工事施工者とよく検討して決めましょう。 

■施工業者との係わり 

工事中は工事施工者の現場担当者が直接係わるように

なります。現場担当者の所長は現場代理人といい、工

事契約者の代理として工事を契約書に基づき進めていき

ます。 

また、仕様書に基づき工事の施工管理・工程管理・材

料管理・安全管理を行うだけでなく、管理組合との打合

せ、協議、居住者の苦情処理、問い合わせの対応など、

管理組合・居住者と直接かかわることになりますので、

技術力だけでなく、コミュニケーション力に優れ、きめ

細かな対応ができることが必要になります。現場代理人

の総合力により工事の良否、評判の良否も左右されます。 

■工事を始める 

工事は、管理組合、区分所有者、居住者、工事監理者、

工事施工者が協力しなければ出来ません。工事中は月に

１～２回の定例会議を開き、管理組合（修繕委員会）、工

事監理者、工事施工者で情報の共有を図ることが重要で

す。会議では工事の状況、居住者からの苦情・意見、工

事の変更・追加などを協議し、テスト施工・色彩の決定

などを行います。内容については広報などで区分所有者、

居住者に知らせましょう。工事内容のお知らせとして、

エントランス、階段前などに工事用掲示板を設置して、

工事工程・洗濯可能日情報など日常生活に影響する大事

な情報を掲示します。各住戸に係わる重要なお知らせは、

直接各住戸の郵便ポストに投函します。 

■共通仮設工事と直接仮設工事 

まずは、共通仮設工事です。工事施工者が現場の管理

をするための工事事務所の設置、作業員詰所、資材置き

場、廃材置き場、仮設トイレ、沈殿槽付手洗い場などを

設置しますので、設置場所の検討が必要です。市街地マ

ンションなどで現場事務所などが設置できない場合は集

会室、エントランスホールの一部などを検討し、それで

も設置できない場合は、外部に借りるようになります。 

いよいよ、建物にかかる直接仮設工事です。建物廻りに

足場を組んでいきます、建物廻り約１．５ｍにある植栽

は剪定・伐採を行う場合がありますので、足場架設前に

工事施工者と建物廻りの確認を行います。足場の搬入・

仮置き・組立時はガードマンを配置して居住者の誘導を

しますが、お子さんなどが近づかないように注意をして

おきましょう。足場は飛散防止のメッシュシートで囲い、

最下段は安全・防犯のために、鋼製メッシュで囲います。

足場を組立てると、日当り、風通しが悪くなります。 

■前半の工事内容 

足場が組み上がると、本格的に修繕工事が始まります。

高圧洗浄工事・調査マーキング・躯体補修工事・タイル

張替え工事・シーリング打替え工事等、工事中は騒音・

塵埃が発生し、バルコニーの使用制限が発生するなど日

常生活に不便が生じます。バルコニー側の工事中は作業

員がバルコニー内で作業を行いますので、カーテンを出

来るだけ閉めてもらいましょう。 

居住者側からの連絡・意見などはエントランスなどに

連絡ポストを設置して提出してもらいます。管理組合は

担当者を決めて窓口を 1本化しておきます。苦情は管理

組合、工事監理者、工事施工者で情報共有し素早く対応

をして、工事が順調に進むようにしましょう。（次回は工

事後半、ステップ９） 

  

＊工事の完了 

・竣工検査 

・竣工図書の整理 

・工事費の精算 

＊工事の発注 

＊総会の決議 

・工事請負契約 

＊工事の準備 

・工事説明会の開催 

・バルコニーの片付けと

置場の設置 

＊工事の開始 

・工事期間（建物規模、工事内容により異な

る） 

・工事の前半     ・工事の後半 

ステップ６ ステップ７ ステップ８ ステップ９ ステップ１０ 
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コンサルをお願いしたいが・・ 

小規模だし、お金が・・・。 

（１）小規模マンション大規模修繕工事の責任施工方式に係るアドバイザー業務 

小規模マンションの

支援事業として、昨年

度まで「大規模修繕工

事の設計・監修業務」

を行ってきましたが、

管理組合にとって「監

修」という用語にはな

じみが薄く、いま一つ

理解が広がらない状況

が続いてきました。 

今年度から「責任施工方式に係るアドバイザー業務」

と名称を変えて、新たにスタートすることになりました。

大規模修繕工事を「設計・監理方式」で行いたいが、そ

の費用まで手が回らない小規模マンションを対象とする

支援事業です。 

施工会社が責任施工方式で大規模修繕工事を行うこと

を条件に、浜管ネット技術者部会に所属する技術者を派

遣し、大規模修繕工事の計画段階から完了まで、管理組

合に寄り添いアドバイザーを務める業務です。 

具体的には、管理組合の技術専門委員の立場で、施工

会社が行う設計や施工に対して重点的にチェック、助言、

協議などを行います。 

アドバイザー業務の対象となるマンションは 29戸以

下の小規模マンション。浜管ネットの会員であることが

条件です。ご希望される場合は、定期相談などで詳細を

説明いたしますので事務局へお問い合わせください。

 
（２）（もっと身近に聞ける）出張講座 
理事会や専門委員会などに浜管ネットの専門家が

直接うかがって講座を行う支援業務です。講座は、

管理組合のご要望にお応えできる講師を事務局で選

任し派遣いたします。 

会員管理組合は最初の 1回目は無料です。 

2回目から 5,000円／回ご負担していただきます。 

これまでにすでに行った「出張講座」のテーマは

以下のとおりです。 

①「映像で見る大規模修繕工事」 
・・・大規模修繕工事の始まりから終わりまで、ビ

デオ映像に合わせて解説します。「大規模修繕工事

はどうやって行われるのか」具体的にイメージす

ることができます。日常生活への影響なども実感

することができます。 

②「役員のなり手がいない～数年後に慌てない
ための備え～」 
・・・経験豊富な浜管ネットの理事が、理事会などに出

向き、対策などについてお話しいたします。高齢者が

多く、理事の輪番制の維持が困難になっている管理組

合や「無関心」が多く、理事のなり手が少ないと危機

感を持っている管理組合などでご活用ください。 

③「管理費等の滞納、その回収方法につい
て」・・・浜管ネットの会員である弁護士が、回収の  

実際を解説します。区分所有者死亡→相続に伴う滞納

管理費の発生など、対応に苦慮している管理組合が多

くみられます。具体的で、かつ、専門的な対応方法を

弁護士が解説いたします。ただし、この弁護士派遣は

有料となります。（3 万円／回） 

④「専有部配管類の更新工事の進め方」 

・・・専有部分の配管類の取替え工事について解説を

いたします。これから専有部配管類の更新工事などを

計画している管理組合に、「工事の進め方」や「工事

の実際」を技術者部会の専門家が解説いたします。 

今年度、そのほか用意しているテーマは「大規模修

繕かし保険とは何？」「地震保険について」などマン

ションに係る保険に関するもの。さらに「災害時の建物

の復旧、建替え」など管理組合が取組まなくてはならな

い防災に関するものなどを予定し、準備しています。大

きな団地では集会所を使ってセミナー方式で行うことも

可能です。まずは事務局へお問い合わせ、ご相談くださ

い。（総務委員会） 

 

 

≪浜管ネットの新しい支援事業の紹介≫ 
支援 
事業 

ネ
ッ
ト
会
員
限
定 
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「未来の年表」（河合雅司著／講談社現代新書）には、「静かなる有事」と名付けられた日本の喫緊の課題が 4つ取

り上げられている。「出生数の減少」「高齢者の激増」「勤労者の減少による社会の担い手の不足」「人口減少」の４つ

だ。近い将来ではなく、現に進行している事態に対して管理組合はどう対処したらいいのか。今回は「高齢者の激増」

という現実を、管理組合の問題として考えてみる。（管理運営部会） 

 

≪だれもが認知症になる可能性がある≫ 
4 月 22日、名古屋市にある椙山女学園大学で開かれた

日本マンション学会名古屋大会のメインシンポジューム

のテーマは「マンションにおいて認知症とどう付き合う

のか」だった。 

NPO 法人全国マンション管理組合連合会（管理組合団

体の全国組織）会長の川上湛永さん（浜管ネット今年度

総会の記念講演講師）は、マンションにおける高齢者の

現状と対応についておおよそ次のように報告した。 

日住協（148 組合、

約 4万戸で構成）で実

施したアンケートに

よると、回答した管理

組合数 38 組合のうち、

13 組合で認知症の方

がいると回答してい

る。認知症サポーター

養成講座を主催して

いるのは自治会が多

く、管理組合が積極的

に行っているところ

は少ない。管理組合の

認識として「認知症は

個人の問題でどこま

で踏み込んで対応すべきかむずかしい」現状があるよう

だ。一方、認知症などの「要援護者」情報は、民生委員

や自治会、地域包括支援センターなどが把握していても

管理組合には伝えられないという問題もあると指摘した。

要援護者名簿を整えていく上で今後の課題といえる。 

川上さんは管理組合として認知症の方に役員の順番が

回ってきたらどうするか、と問題を提起。軽症の方であ

れば「受け入れていい」し「仲間を排除すべきではない」

と述べた。 

≪生活能力が低下した高齢者への対応≫ 
大規模修繕工事の実施段階では、ベランダの物を撤去

する必要があるなど様々な留意事項や工事日程の掲示と

いった居住者への協力を求めることが多い。工事の進行

に支障をきたすのが、このような留意事項や日程の掲示

を理解できない居住者の存在だ。 

ベランダには専用使用権があるので立入りを拒否され

ると工事はお手上げになる。立入りを認めさせるには裁

判所の仮処分が必要となるし、本人が認知症の場合は、

訴訟行為能力がない

ので特別代理人を立

てる必要もある。この

ような事態に直面す

る管理組合も今後多

くなるだろう。 

≪管理組合ができ
るのは緩やかな
「見守り」≫ 
一部の管理組合や

管理会社などですで

に高齢者支援の活動

が始まっているが、認

知症高齢者の「迷惑行

為」があってはじめて

「存在」に気が付き、対策を考え始めるのが現実である。

一方、そもそも良好なコミュニティのあるところでは、

生活能力が低下した高齢者の存在は、近隣の居住者だけ

でなく管理組合も把握しているところが多い。 

現行法における課題と題して報告した神奈川大学大学

院法務研究科の角田光隆教授は、「管理組合も良好なコミ

ュニティ形成に積極的に取り組むことが望ましい」とし、

「管理組合としては緩やかな見守りをして、自治体等に

つなげていくのがよい」と述べた。 

 

 

  

  

「居住者の高齢化にどう向き合うか」 
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NPO 法人日本トイレ研究所の加藤篤代表は災害時のト

イレ事情についておおよそ次のように述べた。 

大震災が起きると断水や停電、そして下水道や浄化槽

の損壊により、避難所で多くの水洗トイレは使えなくな

る。気付かずに使ってしまうとあっという間に大小便で

一杯になる。（この悲惨な状況の写真が映し出された。） 

衛生状況が悪化すると、感染症の温床となる。トイレ

が遠い、寒い、暗い、怖いなどで、特に女性や子供、高

齢者、障害者に影響が大きくなる。トイレに行く回数を

減らし、それで水分や食事を控えてしまいがち。脱水症

状、慢性疾患の悪化につながる。さらにエコノミークラ

ス症候群、脳梗塞、心筋梗塞へと進んで

しまう。 

「トイレが使えなくなると皆さんどう

しますか？」と加藤さんは会場に問い

かけた。回答で一番多かったのは、「そ

の辺でする」。しかし、これは NG であ

る。トイレに行きたいのは「あなた」

だけではない、周辺環境は大変なこと

になる、と加藤さんは語る。 

【携帯トイレ】 断水や排水できなく

なった洋式便器等に設置して使用する

便袋（し尿をためるための袋）吸水シートがあるタイプ

や粉末状の凝固剤で水分を安定化させるタイプ等がある。 

【簡易トイレ】 し尿を溜めるタイプや機械的にパッキ

ングするタイプ、オガクズ等と混合処理するタイプ、乾

燥・焼却処理するタイプなどがある。し尿を単に溜める

タイプ、し尿を分解して溜めるタイプ、電力を必要とす

るタイプがある。以上の２つとトイレットペーパーは最

低３日間、できれば１週間分の備蓄が望ましい。 

【マンホールトイレ】 マンホールの上に設置するパネ

ル型、テント型などのトイレ室。し尿を流す水が必要。 

 

横浜市内の避難所ではプールの水を利用する。今のとこ

ろマンションや団地では使えない。 

【仮設トイレ】 避難所へすぐにはこない。東日本大震

災では 3 日以内が 34％、8日間以上が 49％。しかし、マ

ンションや団地住民は避難所に入れるかどうか。戸建て

住宅住民が優先されると考えていた方がいい。 

浜管ネット技術者部会の町田信男氏は、東日本大震災

のときの横浜市内の被害状況や熊本地震の被害状況を映

像で紹介。大規模修繕時に「災害対策」の視点を取り入

れるように促した。 

マンション設備の災害時での被害は、

主に屋外配管や受水槽の破壊が多い。

倒壊マンション以外は建物内の設備被

害は少なく、横浜市内では地盤沈下で

屋外排水桝接続管の破損がみられたと

指摘。対策として以下のものをあげた。 

・給水設備：水槽類をなくすこと（直 

結化）。埋設管の耐震管への更新 

・排水設備：屋外排水桝、管路を地盤

沈下対応配管に更新または塩ビ管に更

新しておくこと。 

さらに管理組合から居住者への「お

知らせ」についても言及。災害時に汚

水排水管等に破損があった場合、高層階の汚水が低層階

のトイレに漏出する等の恐れがあり、各排水たて管系で

チェックが終わるまでは一切使用禁止を周知する必要が

あること。確認方法として色つきトイレットペーパー、

下水チェッカー「通る君」（横須賀市管工事協同組合）な

どを紹介した。 

○セミナーの冒頭、横浜市の下水道の役割や下水道の

災害対策について、横浜市環境創造局高橋浩二氏、三

縄教明氏が報告した。 

（文責／編集部） 

  

2017 年 7 月 12 日 防災セミナー 
「健康といのちに直結する災害時のトイレを考える。」 ＜防災＞ 

トイレが使えないときどうする？ 

災害目線の大規模修繕の実施 

災害時トイレの備え 

排泄は待ったなし 

トイレに行きたくなった人 
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～ 事務局からお知らせ ～ 
 

【電子文書保管】 

★浜管ネットでは、会員管理組合の電子文書の保管を行

っております。規約、入居時のパンフレット、議案書、

設計図書等は相談を行う際に必要です。 

浜管ネットに郵送していただければこちらで PDF ファ

イルで保管いたします。ぜひお問い合わせください。 

大規模修繕時に設計図面を紛失している場合には、再度

図面作成等の費用等が発生します。 

現在どのような文書がどこにどのように保管されている

のかぜひご確認ください。 

 

【小規模マンションのアドバイザー業務】 

★大規模修繕工事を『設計・監理方式』で行いたいが、

その費用まで手が回らない小規模（２９戸以下）のマ

ンション管理組合の皆様へ。浜管ネットのアドバイザ

ーが、管理組合の技術専門委員の様な立場で『ポイン

ト的にチェック・助言等』します。 

詳しくは浜管ネット事務局へお問い合わせください。 

 

【横浜市マンション登録】 

★横浜市マンション登録システムがリニューアルされま

した。浜管ネットでは全会員にマンション登録を推奨し

ております。まだ登録申請されていない管理組合様は事

務局までお問い合わせください。 

Http://www.hamakan-net.com/mtouroku.html 

  

【ホームページ会員サイト】 

★浜管ネットホームページには会員サイトを開設してお

り、過去のセミナーの資料（カラー版）や行政からの有

益なお知らせ等をいち早く掲載しております。 

閲覧に必要なユーザ ID,パスワードは事務局までお問い

合わせください。 

 

 

 

 

 

 

【イベント情報】 

・浜管ネット CPD セミナー 

共用部リニューアル「魅力あるマンションであるため

の改修工事の考え方」 

 日時：９月２９日（金）18 時受付（18 時半～２０時） 

 場所：かながわ労働プラザ ８階 第１，２会議室 

 費用：会員 無料、一般 １０００円（資料代） 

 

・神奈川県主催 マンション管理セミナー 

日時・会場：９月１０日（日）13 時～ 相模原会場 

１０月１４日（土）１３時～ 横浜会場 

１１月１１日（土）１３時～ 平塚会場 

 費用：無料  

 

 詳しくは浜管ネット事務局へお問い合わせください。 

 

【定期相談】のご案内 

・土曜日 13 時～16 時まで 

（ソフト系・ハード系とも） 

・土曜日の来所が困難な場合（または緊急を要する場合）

月、火、木にソフト系（マンション管理士が担当）相談

を受け付けます。 

ハード系（一級建築士が担当）相談は打合せの上、日

程を決めます。 

・場所はハウスクエア横浜３階 浜管ネット事務局 

・申込のフォーマットはホームページからダウンロード

できます。事前申込制です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

http://www.hamakan-net.com/mtouroku.html

